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資料１

各地整の有識者委員会等における検証結果の報告



成績評定点入力ミスの発覚経緯
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令和７年７月末に、近畿地方整備局において今年度公示した業務について、入札調書を見た参
加業者から「自社の点数が低い」との指摘があった。

建設コンサルタント業務等の発注手続きにおいて、技術評価点の算出等に使用する過去の成績
評定点に一部入力ミスがあることが判明。

地方整備局等においては８月４日（月）から、入札契約に関する手続きを一時延期し、契約手続
きにおいて活用している令和２年度以降に完了している業務について、テクリスに登録している
成績評定点が正しいかの確認作業を実施した。



成績評定点をデータベースへ登録する流れとミス発生箇所

2

各地方整備局等においてミスが発生していた作業過程

【評定担当（事務所・本局）】

検査結果を入力し、

成績評定点の算定

JACIC様式
データ

（当該年度分）

JACICへメール送信（登録担当（本局） ）

成績評定点情報

の確定・反映

受注者と、整備局の

データをマッチング
マッチング結果を

踏まえた調整

【登録担当（本局）】

成績評定点等
一覧表

テクリス

委託業務等成績評定
通知書 受注者へ発出

印刷

データの
受け渡し

ミス発生

提出様式

ミス発生

ミス発生

【受注者】
業務名、
契約日、
履行期間、
技術者名等
の登録

JACIC様式
に転記

ミスの類型１～5
ミスの類型６，７

ミスの類型６，７

※近畿地整有識委員会資料をもとに作成



成績評定点入力ミスの発生数とミスの類型
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北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 国総研 地理院

①
単純ミス
（タイプミス、データ貼り付けミス、入力漏れなど）

7 95 29 20 12 7 24

②
同一業務名等によるミス
（業務名が同じまたは類似したものがあり勘違いして入力）

14

③ 作業途上の値を登録 9 59 5 7 3

④ 減点措置をしたにも関わらず、減点前の数字を入力 7

⑤
再登録漏れ
（契約不適合による減点処置の反映漏れ、受注者指摘による技
術者評定点を追加したが、再登録漏れ）

2 10

⑥
単純ミス
（データ貼り付けミス、入力漏れ）

10 2 1 77 49 8 61

⑦
同一業務名等によるミス
（エクセル関数で同じ業務名を検索してしまい誤入力）

103 3

10 9 2 2 8 365 54 36 34 73 7 24

発
注
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当

（
事
務
所
・
本
局

）

ミスの類型

と
り
ま
と
め
担
当

（
本
局

）

合計

※同じ業務の中で複数類型のミスが見つかったものもあった



再発防止対策

近畿地方整備局の有識者委員会においてまとめた資料（各地方整備局等の対策もこれらに当てはまる）
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【参考】各地方整備局等における有識者委員会等の開催状況（予定含む）

結果概要開催日組織名

令和８年３月（予定）北海道開発局

令和８年３月（予定）東北地方整備局

令和８年１月３０日（予定）関東地方整備局

ミスの発生要因が単純ミス(ＪＡＣＩＣへの登録申請漏れ)であることが確認さ
れた。
提示した再発防止対策について了承された。

令和７年１２月１５日北陸地方整備局

令和８年２月２日（予定）中部地方整備局

すべてのミスについて偶発的なヒューマンエラーであることが確認された。
提示した再発防止対策について了承された。

①令和７年９月２９日
②令和７年１１月６日近畿地方整備局

令和８年１月１９日（予定）中国地方整備局

入力ミスが恣意的に行われたものではないと確認された。

再発防止対策を着実に進めること、また、特にシステム改修は早急に進め
るとともに、確実なチェック体制を構築して確認することを指導された。

令和７年１２月１５日四国地方整備局

入力ミスが単純ミスによるもので恣意的なものではないことが確認された。
提示した再発防止対策について了承された。

令和７年１２月１６日九州地方整備局

令和８年１月１５日（予定）沖縄総合事務局

令和８年２月１８日（予定）国土技術政策総合研究所

令和８年３月（予定）国土地理院 5



【参考】工事について
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• 念のため、工事についても登録されている成績評定点が正しく登録されているか確認

作業を行った

• 一部登録ミスがあったが、契約に影響するミスは無いことが確認された。

• ミスの発生要因は業務と同様に人による作業過程における登録ミスであり、各地方整

備局等において検討された業務における対策を工事にも適用することを想定している。


